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研究要旨 

 本研究は、現在の骨粗鬆症検診の検診実施体制について、実施率・受診率向上を目的と

した見直しに資するため、地域在住高齢者を対象とした転倒・骨折予防の教育的介入を整

理し、骨粗鬆症検診における運動指導の位置づけと実装条件を検討した。既報のスコーピ

ングレビューを基盤として、介入内容、実施形式、介入期間、主要アウトカムを再整理し

たところ、専門職による講義、個別指導、グループ討議、ピア教育、オンライン介入など

が実施されていた。なかでも運動を含む介入は、知識の向上に加えて、転倒リスク、バラ

ンス機能、移動能力などの改善を示すことが複数の研究で確認された。一方、骨密度改善

は明確でなかった。骨粗鬆症患者に対する運動は、抵抗運動、衝撃運動、バランス練習を

組み合わせた多要素介入が推奨されており、地域在住高齢者の転倒・骨折予防でも運動介

入の有効性が支持されている。したがって、骨粗鬆症検診における運動指導は、骨密度を

直接改善する単独手段というより、転倒予防行動の開始、身体活動の習慣化、身体機能維

持、継続支援への導入を担う初期介入として位置づけることが適切である。今後は、短時

間かつ標準化しやすい運動指導の内容を基盤とし、検診後の継続支援へ接続する体制整備

が必要である。 
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A．目的 

本研究分担班では前年度までに、骨粗鬆症

予防および骨折予防に有効と考えられる運動

内容に関する文献的整理を進めるとともに、

検診や地域保健の場で活用可能なパンフレッ

ト資材の作成を行ってきた。さらに、これらの

資材や介入内容を用いて試行的な実施を行い、

一定の実施可能性と教育的意義を確認してき

た。これらの経緯から、骨粗鬆症検診における

非薬物的介入の中でも、とくに運動指導をど

のように位置づけ、短時間の検診場面に適し

た形で提示し、その後の継続支援につなげる

かが重要な課題として明らかとなった。 

骨粗鬆症対策では、運動習慣は転倒予防と

身体機能維持に重要であり、骨粗鬆症患者に

対しては抵抗運動、衝撃運動、バランス練習を

含む多要素運動が推奨されている 1。また、薬

物療法は骨折リスク低減に有効である一方、

日本の保険請求データ解析では薬物治療の持

続性不足が報告されている 2。したがって、検

診現場で行う運動指導は、薬物療法の代替で

はなく、受診行動の促進、運動開始の動機づけ、

自己管理行動の形成を担う初期介入として位

置づける必要がある。 

しかし、検診現場では時間、人員、費用に制

約があるため、どのような運動内容を、誰に、

どの程度の強度と頻度で指導することが現実

的であるかは十分整理されていない。そこで

本年度は、これまでに蓄積してきた運動内容

の整理、啓発資材の作成、および試行的実施の

結果を踏まえ、その延長として、既報のスコー

ピングレビューを基盤に、骨粗鬆症検診の場

で実装しうる運動指導の構成要素、実施条件、

および限界を整理し、今後の検診マニュアル

改訂および実施体制整備に資する知見を得る

ことを目的とした。 

 

B．方法 

本研究では、地域在住高齢者を対象とした

転倒・骨折予防に関する教育的介入の特徴を

整理するために、既存のスコーピングレビュ

ー3 の分析を行った。当該レビューは研究協力

者が作成に関与したものであり、本研究では

その内容を骨粗鬆症検診への応用という観点

から再整理した。当該レビューでは、

MEDLINE（ PubMed）、Cochrane Database、

EMBASE、医中誌等の複数データベースを対

象に、過去 10 年間の英語および日本語文献を

検索し、地域在住高齢者を対象とした教育的

介入研究が抽出されている。対象研究には、ラ

ンダム化比較試験、準実験研究、観察研究、シ

ステマティックレビューが含まれた。文献選

定は複数の研究者による独立評価により行わ

れ、抽出データには対象者特性、介入内容、介

入期間、主要アウトカム、介入効果が含まれて

いた。 

本研究では、既存レビューの枠組みを踏襲

しつつ、骨粗鬆症検診への応用を目的として、

以下の追加的手順を行った。 

第一に、教育的介入の内容を、講義、個別指

導、グループディスカッション、ピア教育、オ

ンライン介入、住環境評価などの構成要素ご

とに整理し、検診の場で実施可能な介入形式

として再分類した。これは、既報における 8 分

類の介入構成を基礎としたものである。 

第二に、介入頻度および期間について、単回

（30～90 分）と複数回介入（1～12 週間）に区

分し、検診という短時間介入の場に適用可能

かどうかの観点から評価した。既報では単回

介入が多数を占める一方で、長期効果は不明

確であることが指摘されており、この点を検

診設計における重要な判断要素として位置付

けた。 

第三に、アウトカムについては、知識、転倒

頻度、転倒リスク、骨密度などの従来指標に加

え、検診事業への応用を想定し、受診行動、生



29 

活習慣改善、行動変容といった実装指標への

関連性を評価した。既報では知識や転倒関連

指標が主に用いられていたが、骨密度評価は

限られており、教育介入単独では骨密度改善

が認められない点を踏まえ、検診における役

割を「行動変容の契機」として再定義した。 

第四に、実施主体および実装可能性の観点

から、専門職主導介入、ピア教育、オンライン

介入の特徴を比較し、コスト、継続性、拡張性

の観点から検診への適用可能性を検討した。

既報では専門職による介入が最も多い一方で、

コストの課題が指摘されており、これらを検

診事業の制約条件として整理した。 

以上の手順により、既存文献の知見を単に整

理するのではなく、骨粗鬆症検診において必

要とされる非薬物的介入の構成要素、実施条

件、および限界を明確化した。 

（倫理面の配慮） 

本研究は公開された論文を基にしたレビュ

ー研究であり、特定の対象者を含む調査では

なく、人体に影響を与える危険性も存在しな

い。そのため、倫理的配慮に関する特記事項は

ない。 

 

C．結果 

文献整理の結果、地域在住高齢者を対象と

した転倒・骨折予防に関する教育的介入研究

として、最終的に 24 研究が解析対象となった。

解析対象となった研究概要を表 1 に示す。研

究デザインは、ランダム化比較試験 10 報、前

後比較研究 10 報、準実験研究 4 報であった。

対象とされた介入は、専門職による講義、個別

指導、参加者間のグループディスカッション、

ピア教育、視聴覚教材、オンラインプログラム、

住環境評価を含む内容であった。介入内容の

分類では、専門職による講義を含む研究が 12

研究で最も多く、次いで、個別指導を含む研究

が 5 研究、グループディスカッションを含む

研究が 4 研究、ピア教育を含む研究が 3 研究、

住環境評価を含む研究が 2 研究、オンライン

介入が 2 研究、視聴覚教材が 1 研究、カウンセ

リングを含む研究が 1 研究であった。なお、一

部の研究は複数の介入要素を含むため、介入

分類ごとの件数の合計は解析対象研究数と一

致しない。 

このうち、運動指導を介入内容に含む研究

は複数認められた。専門職による講義介入の

中には、運動と栄養を併せて扱うもの、運動実

演を伴うもの、ホームエクササイズを指導す

るものが含まれていた。個別指導介入では、自

宅運動、段階的筋力・バランス運動、運動継続

支援を含む研究がみられた。個別研究として、

転倒リスクスクリーニングと予防教育を含む

看護師主導介入、段階的筋力・バランス運動を

含む介入、転倒予防に関する運動および住環

境修正を含む介入、遠隔型オンライン支援で

ある介入、多面的骨折リスク評価と運動推奨

を含む介入などが含まれていた。 

介入期間は、単回介入と複数回介入に大別

された。単回介入は 30～90 分の講義または視

聴覚教育として実施されており、多くの研究

で採用されていた。複数回介入は 1 週間から

12 週間、またはそれ以上の期間にわたり、週 1

回または週 2 回の頻度で実施されていた。運

動指導を含む介入は、単回でホームエクササ

イズを提示する形式と、複数回にわたり運動

実践や継続支援を行う形式の双方がみられた。

具体例として、de Jong ら 20 は単回 90 分、Der 

Ananian ら 13 は 12 週間・週 2 回・90 分、Lee

ら 25 は 6～8 週間・週 2 回・60～90 分、Lim ら

27 は 6 週間・週 1 回・30 分、Plawecki ら 5 は 8

週間・週 1 回・1 時間であった。 

主要アウトカムとして最も多く評価されて

いたのは、転倒および骨折予防に関する知識

であった。知識を評価した研究では、介入後の

知識スコアの改善が多くの研究で報告されて
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いた。これに加えて、運動を含む介入では、転

倒リスク、バランス機能、移動能力、転倒恐怖

感、身体活動などを評価した研究がみられた。

運動または運動指導を含むプログラムでは、

転倒リスク関連指標の改善を示した研究が複

数認められた。代表例として、Chidume ら 23、

Der Ananian ら 13、Kamei ら 9、Lim ら 27 などが

該当した。一方、骨密度または骨代謝マーカー

を評価した研究は少数であり、有意な変化は

報告されていなかった。 

 

D．考察 

 本研究では、地域在住高齢者を対象とした

転倒・骨折予防の教育的介入を整理し、骨粗鬆

症検診における運動指導の位置づけと実装に

必要な要因を検討した。その結果、教育的介入

全体としては知識や予防行動意図の改善に一

貫した効果を示し、なかでも運動を含む介入

では、転倒リスク、バランス機能、移動能力と

いった身体機能関連指標の改善が比較的多く

報告されていた。一方、骨密度や骨代謝指標の

改善は明確でなかった。 

まず、骨粗鬆症検診における運動指導の意

義は、骨密度の直接改善よりも、転倒予防行動

の開始、身体活動量の増加、運動習慣の形成に

あると考えられる。骨粗鬆症患者向け運動ガ

イドラインでは、多要素運動、特に抵抗運動、

衝撃運動、バランス練習の組み合わせが推奨

されている 1。また、地域在住高齢者の転倒・

骨折予防に関するシステマティックレビュー

においても、運動介入は有効な構成要素の一

つと位置づけられている 28。したがって、検診

での運動指導は、骨密度改善そのものを短期

に期待するより、骨折リスクに関わる可変要

因へ早期に介入する機会として理解するのが

妥当である。 

次に、検診という実施場面を考えると、運動

指導には二つの役割がある。第一は、検診当日

に短時間かつ標準化された内容を提示し、受

診者に何を始めるべきかを明確に伝える導入

的役割である。第二は、その場で完結させず、

地域教室、保健指導、医療機関、在宅支援など

の継続支援へ橋渡しをする役割である。今回

整理した文献でも、単回のホームエクササイ

ズ指導や教材配布は検診に導入しやすい一方、

複数回の筋力・バランス訓練や訪問型支援に

ついては、検診後の紹介先・連携先としての性

格が強かった。検診における運動指導は、その

場で完結する運動介入というより、継続的な

運動実践への入口として設計する必要がある。 

また、運動指導の内容は、受診者のリスク層

別化に応じて構成する必要がある。すべての

受診者に対しては、安全性が高く、自宅で開始

しやすい身体活動の確保、下肢筋力訓練およ

びバランス練習などを簡潔に提示することが

現実的である。一方、転倒歴がある者、バラン

ス低下が疑われる者、身体機能低下が明らか

な者では、検診時の簡易的な指導だけでは不

十分であり、より集中的な個別支援や地域運

動プログラムへの接続が必要になる。この考

え方は、地域在住高齢者の転倒予防において、

教育単独よりも、運動や住環境改善を組み合

わせた多面的介入の効果が比較的確実とされ

る知見 8 とも整合する。 

一方で、運動指導の限界も明らかである。第

一に、単回の運動指導だけでは、運動継続や骨

折予防の最終アウトカムまで十分保証できな

い。第二に、骨密度改善を主要目的とする場合

には、運動指導単独では不十分であり、薬物療

法や栄養指導を組み合わせた包括的管理が必

要である。第三に、専門職の関与は質の高い運

動指導に有用であるが、検診現場では時間と

人員に制約がある。さらに、薬物療法の骨折予

防効果が確立している一方、日本では治療持

続性不足が報告されていることから、検診で

の運動指導は薬物治療の代替ではなく、受診
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継続と自己管理を促す支援として位置づける

必要がある。 

以上より、骨粗鬆症検診における運動指導

は、骨折予防に向けた初期介入として重要で

あり、その主たる役割は、知識付与に加えて、

運動開始の動機づけ、転倒リスク低減、身体機

能維持のための実践行動を開始させる点にあ

る。今後は、検診場面に適した標準化した運動

指導内容の作成、対象者の層別化、継続支援へ

の接続方法、ならびに運動継続率や転倒発生

を含む実装指標の評価が課題である。 

 

E．まとめ 

 本研究では、地域在住高齢者を対象とした

転倒・骨折予防の教育的介入を整理し、骨粗鬆

症検診における運動指導の位置づけと実装に

必要な要因を検討した。その結果、教育的介入

は知識、自己効力感、予防行動意図の改善には

一貫して有効であり、なかでも運動を含む介

入では、転倒リスク、バランス機能、移動能力

などの改善が比較的多く報告されていた。一

方で、骨密度や骨代謝指標の改善は明確では

なかった。 

これらの結果から、骨粗鬆症検診における

運動指導は、骨密度を直接改善する単独手段

としてではなく、転倒予防行動の開始、身体活

動の習慣化、身体機能低下の予防、受診後の継

続支援への導入を担う初期介入として位置づ

けるのが適切である。特に、検診の場では短時

間かつ標準化しやすい運動指導が現実的であ

り、ホームエクササイズや身体活動の具体的

提案を行ったうえで、必要に応じて地域の運

動教室、保健指導、医療機関へ接続する体制を

併せて構築することが重要である。 
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表 1 骨粗鬆症検診における運動指導に応用可能な教育的介入の整理 

著者（年） 対象 研究デザイン 介入分類 介入内容の要約 実施時間・期間 必要人員 
想定コス

ト 
骨粗鬆症検診への応用例 

Pekkarinen ら

（2013）4 
60〜70 歳女性 RCT 

専門職個別

指導 

多面的骨折リスク評価と Ca 摂

取・運動推奨。 

1 週間＋2 回追

跡 

専門職 1〜2

名 
中 

検診でのリスク層別化と生活指導の組み合わせに

近いモデルである。 

Plawecki ら

（2013）5 
50 歳超の男女 RCT 

専門職講義

＋グループ

討議 

健康信念モデル等に基づく講義

とアクティブラーニング。 

8 週間、週 1

回、1 時間 
講師 1 名 中 

骨粗鬆症知識と栄養・活動指導を組み込んだ連続

講座に適する。 

Kramer ら

（2014）6 

65 歳以上高齢

者、転倒リス

ク因子あり 

前後比較 専門職講義 
運動、住環境修正、医療管理を

含む専門家主導セッション。 

12 週間、週 2

回、講義＋身体

活動 60 分 

複数専門職 高 
検診会場で全実施は困難だが、高リスク者支援パ

ッケージの参考になる。 

Oh ら（2014）7 閉経後女性 RCT 専門職講義 

看護師主導。健康モニタリン

グ、集団教育、運動、Ca・

VitD 補充。 

3 か月、週 2

回、60 分 

看護師＋運

動指導者 
中〜高 

女性検診や骨粗鬆症検診後の集団支援プログラム

に応用しやすい。 

Möller ら

（2014）8 

65 歳以上、

ADL 介助を要

する者 

RCT 

住環境評価

＋専門職指

導 

看護師・理学療法士による毎月

の訪問と多面的転倒予防。 

12 か月、月 1 回

訪問 

看護師・療

法士 
高 

検診では直接実施困難であり、介護・訪問支援と

の連携先として位置づけられる。 

Kamei ら

（2015）9 
高齢者 RCT 専門職講義 

看護師主導。身体・精神評価、

運動、栄養、住環境安全を含む

多面的教育。 

年 4 回、追跡

12・52 週 

看護師中心

に複数職種 
中〜高 

検診後の重点対象者に対する複数回支援モデルと

して応用できる。 

Hosking ら

（2015）10 
高齢者 前後比較 専門職講義 

地域骨粗鬆症予防ガイドライン

の講義。 
単回 40 分 専門職 1 名 低 

検診後の集団教育プログラムとして標準化しやす

い。 
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著者（年） 対象 研究デザイン 介入分類 介入内容の要約 実施時間・期間 必要人員 
想定コス

ト 
骨粗鬆症検診への応用例 

Lyons ら

（2016）11 
高齢者 前後比較 

専門職講義

＋グループ

討議 

双方向型の転倒予防ワークショ

ップ。 

5 日間、1 日 2

時間 
講師 1〜2 名 中 検診後の短期集中教室として実施可能。 

Yount（2016）12 
都市部・農村

部の高齢者 
前後比較 専門職講義 

個別転倒リスク評価、運動・服

薬指導。 
6 セッション 専門職 1 名 中 

個別評価を伴う検診後支援プログラムの参考とな

る。 

Der Ananian ら

（2017）13 

60〜100 歳、

過去 1 年に 1

回以上転倒 

前後比較 
専門職個別

指導 

教育に加えて段階的筋力・バラ

ンス運動を学生・専門職が指

導。 

12 週間、週 2

回、90 分 

指導者 2〜3

名 
高 

検診では直接実施よりも、地域教室や運動事業へ

の紹介先モデルとして有用。 

Park ら（2017）

14 

50〜95 歳、認

知機能保たれ

歩行可能 

前後比較 
専門職個別

指導 

理学療法士による印刷教材教育

と自宅運動。 
単回 

理学療法士 1

名 
低〜中 

検診結果返却時の配布教材＋ホームエクササイズ

指導として使いやすい。 

Otaka ら

（2017）15 

サロン参加高

齢者 
準実験 専門職講義 

多職種チームによる転倒リスク

評価と講義。 

年 1 回または四

半期ごと 

多職種チー

ム 
中 

住民サロンと連動した検診後教育として応用可

能。 

Briggs ら

（2017）16 

50 歳以上、併

存疾患・入院

歴あり 

前後比較 専門職講義 
看護師による 15 分の面談と健

康確認。 

月 1 回、1 年

間、60〜90 分 
看護師 1 名 中 

検診結果説明時に、骨折リスクの理解とあわせ

て、自宅で開始できる基本的な運動指導を短時間

で提示する。 

Khong ら

（2017）17 
高齢者 準実験 ピア教育 

地域ボランティアによる転倒予

防プレゼンテーション。 
単回 1 時間 

ピア教育者 1

〜2 名 
低 

地域住民ボランティアを活用した啓発活動に展開

しやすい。 

Kloseck ら

（2017）18 
高齢者 RCT ピア教育 

専門職作成教材を用いたピア主

導教育。 

6 か月、2 時間

セッション 

ピア教育者

＋監修者 
中 検診後の地域サロンや教室での継続学習に向く。 
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著者（年） 対象 研究デザイン 介入分類 介入内容の要約 実施時間・期間 必要人員 
想定コス

ト 
骨粗鬆症検診への応用例 

Kuhirunyaratn ら

（2019）19 

60 歳以上高齢

者 
準実験 

ピア教育＋

グループ討

議 

自宅運動とピアサポートを組み

合わせたモニタリング。 

6 か月、1 人 15

〜20 分 

地域支援者

＋参加者相

互支援 

低〜中 
検診後の地域自主グループ形成支援に応用しやす

い。 

de Jong ら

（2019）20 
50 歳以上 前後比較 視聴覚教材 

転倒予防メッセージ動画による

教育。 
単回 90 分 

運営 1 名＋

動画教材 
低 

検診待ち時間に動画教材を用いた一斉教育として

導入しやすい。 

Taylor ら

（2019）21 
65 歳以上 RCT 

住環境評価

＋専門職指

導 

作業療法士による住環境評価と

教育介入。 
4 回の訪問 

作業療法士 1

名 
高 

検診では高リスク者の住環境支援紹介先として活

用できる。 

Ožić ら（2020）

22 

地域在住高齢

者 
前後比較 専門職講義 

自宅リスク低減と運動実演を含

むワークショップ。 
1 年間、週 2 回 講師 1〜2 名 中 継続運動教室と連動した検診後支援に向く。 

Chidume

（2021）23 

65 歳以上、移

動診療利用者 
前後比較 専門職講義 

看護師主導のツールキット教

育。転倒リスクのスクリーニン

グと予防指導。 

単回 30〜50 分 看護師 1 名 低 
検診会場での転倒リスク説明と配布資料の標準化

に活用できる。 

Pakyar ら

（2021）24 
中高年健常者 RCT 

グループ討

議 

計画的行動理論に基づく骨粗鬆

症予防のピア討議。 

3 週間、週 2

回、60 分 

ファシリテ

ーター1 名 
低 

若年〜中年層への予防啓発型検診プログラムに応

用可能。 

Lee ら（2022）

25 

65 歳以上、変

形性関節症診

断済み・手術

未施行 

準実験 

専門職講義

＋カウンセ

リング 

転倒安全、住環境、運動の講義

と看護師相談。 

6〜8 週間、週 2

回、60〜90 分 

看護師＋講

師 
中 

検診受診者への個別相談枠を含む短期フォローモ

デルとして使える。 
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著者（年） 対象 研究デザイン 介入分類 介入内容の要約 実施時間・期間 必要人員 
想定コス

ト 
骨粗鬆症検診への応用例 

Ye ら（2022）26 

60 歳以上、ス

マートフォン

利用者 

RCT 
オンライン

介入 

WeChat の teach-back 型ミニプ

ログラム。評価と教育を反復。 

8 週間、週 2

回、20〜90 分 

オンライン

運営 1 名 
低 

スマホを用いた検診後フォローアップ教材として

転用しやすい。 

Lim ら（2023）

27 

65 歳以上、転

倒不安・バラ

ンス不良、地

域在住 

RCT 
オンライン

介入 

自己学習型オンライン認知行動

療法。 

6 週間、週 1

回、30 分 

オンライン

運営 1 名 
低 

検診の遠隔フォローや再受診勧奨に活用しやす

い。 

 

 

      


